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精神障害者の再定住化の方法と展開














は じ め に
脱施設化運動の時代は過去のものとなり，今は静かな時代を迎えている(1)と一部の先進諸
国においては評される。確かに，脱施設化，脱病院化は国によって理念やとりくみの違いはあ











































instituion から deinstitutionalization へ
病院を出た精神障害者はどこへ行くことが可能なのか。日本においては私宅監置の解放から
入院中心の処遇，退院後の軌跡についてこれまで多くの研究がなされてきている(2)。また




















① 脱病院化とイタリアトリエステにおける精神保健医療改革 (主に 1960〜70 年代)





患者の処遇に愕然とし北イタリア中心に脱施設化改革に着手し，1963 年から 68年の 5年間で
約 800人の入院患者を約 300人に減らしたとされている。1971 年バザーリアがトリエステの






































1980 年 12月 31 日以後精神(科)病院への入院全面禁止
法 833号


























か所の精神保健センター (週 7日 24 時間体制) が地域ごとに人口 5〜6万をカバーしており，












上 (1972 年からは障害者も適用) の保険で，精神科病院への入院は生涯で 190 日の上限が決
められ入院医療は急性期医療を担うこととなった。


















































































































Psychiatric hospitals General hospital Social care homes
Legend : ▲ (increase) ▼ (decrease) ― (stabel) ? (Information not available)
出所：Helena Medeiros. et al. MHEEN II Policy Briefing4 Shifting care from hospital to the community in Europe :




















































Psychosis Declaration : EPD) と呼ばれる早期精神病が生じている人と家族が期待すべきケア
の基準に関する合意が出されている。宣言の主要テーマは，ⅰ アクセスと関係作りの改善，
ⅱ 回復と普通の生活を促す，ⅲ 家族に対する関係作りと支援，ⅳ 実践家とコミュニティ
ワーカーの研修，ⅴ コミュニティの啓発，以上 5点である(16)。
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るであろう。すでに実践では，治療を受ける側の権利に着目した事前指示や共同危機対応計画，














































Injection of additional resources
for community care
出所：Helena Medeiros. et al. MHEEN II Policy Briefing 4 Shifting care from hospital to the community in Europe :














②Community care policy and development in central and eastern Europe
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